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（総合計画体系）

・

・

◇政策の概要

◇政策のコスト（千円）
予算

決算

人件費（A）
報酬（B）
年間経費(予算又は決算+A+B)

◇政策の指標

◇令和元年度の政策評価（政策の概要）

◇令和元年度の政策評価（政策の進捗・課題）

218,990

年度

1,009

実績

R2 R3

202,441

104
112

R1

98

R6

98

④教育 ⑤ジェンダー③保健

政策シート （政策名） 子どもとその家庭に対する相談援助

令和2年度

（予算費目名）

（管理番号） （担当課） （責任者） （基準日）

001103000

◇関連するSDGsのゴール

子育て支援課 鈴木　和彦 令和 2

①貧困

10年後の目標 子どもたちの成長を第一に考えた地域社会のサポートにより、仕事と子育てが両立できる環境
が整っている。

7 1

子ども保護対策費

「分野」 子育て・教育

30年後の姿 地域の宝として愛情を注がれた子どもたちは、浜松に誇りを持ち、世界を舞台に活躍している。

R1
113,313
94,967
17,640

113,089

すべての子どもたちは、互いの個性を認め合い、夢と希望を持って学び、生きる力を身に付け
ている。

◆基本政策 子どもの育ちを支え、若者の自立を応援するまちづくり

R5R4R2

子育てがしやすく、子どもが健やかに育つ環境づくりを目指し、子育て支援策を推進する。

R6

⑯平和

R3

子育てがしやすく、子どもが健やかに育つ環境づくりを目指し、子育て支援策を推進する。

＜進捗＞ 計画通り
　児童家庭相談事業では、育児負担の軽減や児童虐待の防止のため、関係機関との連携及び家庭児童の福祉に関
する相談支援を実施した。
　母子生活支援・助産施設保護事業では、配偶者のいない女子とその児童を母子生活支援施設にて保護し、生活支
援を行い、経済的な理由で入院助産を受けられない妊産婦に対しては、助産施設にて安全に出産させることができ
た。

R4

98

R5

子育て中の市民が「子育てしやすくなっている」と
感じる割合(%)

要保護児童対策地域協議会の開催（回）

政策指標

5352

98 98

15,540
482

51
49.8％

回

単位

実績

目標

実績

目標

50 50

目標

54



02 01 04 01 年 月 日

◇政策実現のために実施する事業一覧

※人工単価（千円）正規7,000 再任用(h31)3,600 再任用(h26)2,600 会計年度任用職員（人事課予算）2,800

事業名

総

合

戦

略

重

点

戦

略

主

要

事

業

完

了

子育て支援課 鈴木　和彦 令和 7 1
（管理番号） （担当課） （責任者） （基準日）

001103000令和2年度 2

0.1

報酬
（千円）再任用

(31h)
再任用

(26h)
会計年度
（人事課）

コスト
（千円）

事業費
（千円）

人工

正規

72,385 71,685

60,119 48,050 1.5 0.2 1,009

2 児童福祉施設整備助成事業

（補助金）
0.1

1 こども保護対策事業 ○  ○

3 社会的養護推進事業 ○  ○  86,486 82,706 0.5

4

6

5

8

7

10

9

12

11

14

13

16

15

18

17

20

19

21

22

23

計 218,990 202,441 2.1

24

25

0.3 1,009



02 01 04 01 01 年 月 日

◇事業目的・事業対象

◇事業の概要

◇事業の性質

◇事業のコスト

◇SDGsとの関連
・関連するゴール

・事業とゴールの関連性

7 1

事業シート （事業名） こども保護対策事業

令和2年度
（管理番号） （担当課） （責任者） （基準日）

001103000 子育て支援課 鈴木　和彦 令和 2

・育児不安の解消や児童虐待防止のため、子育て家庭に対して各種相談の実施、家庭への訪問員等の派遣、児
童相談所への送致を行う。
・監護すべき母子及び経済的理由で入院助産を受けることができない妊産婦の専門施設による保護・支援を行
う。

・児童家庭相談事業
　育児負担の軽減や児童虐待の防止のため、関係機関との連携及び家庭児童の福祉に関する相談の実施
・子育て短期支援事業
　家庭において一時的に児童の養育が困難になった場合に、児童養護施設等で短期間保護（契約施設7箇所）
・養育支援訪問事業
　児童の養育が困難な家庭を把握し、訪問員等が家庭訪問をし、育児相談、家事援助等を実施
・母子生活支援・助産施設保護事業
　監護すべき母子及び経済的理由で入院助産を受けることができない妊産婦への専門施設による保護・支援
　（母子生活支援施設1箇所、助産施設4箇所）
・未成年後見人支援事業
　親権者のいない未成年者（被後見人）の日常生活の支援や福祉の向上を図るための未成年後見人確保及び支
援

開始年度 終了予定 会計区分 事務区分 根拠法令等
総合
戦略

重点
戦略

主要
事業

事業費(千円) 予算 49,626 48,050

－ ○

R1 R2 R3 R4 R5 R6

H10 一般会計
法定受託事務

自治事務（法令義務）
児童福祉法 ○

決算 43,494

その他 61 56
市債

国・県支出 19,754 20,533

人件費(報酬等) (千円) 482 1,009
一般会計繰入金
一般財源 23,679 27,461

人工

正規 1.8 1.5
再任用(h31)

人件費　(千円) 13,160 11,060

会計年度任用職員(人事課予算) 0.2 0.2
再任用(h26)

②飢餓 ⑪都市

ゴール ターゲット ゴール ターゲット
①貧困 ○ 1.3 ⑩不平等

④教育 ○ 4.2 ⑬気候変動
③保健 ○ 3.7 ⑫生産・消費

⑥水・衛生 ⑮陸上資源
⑤ジェンダー ○ 5.2 ⑭海洋資源

⑧成長・雇用 ⑰実施手段
⑦エネルギー ⑯平和 ○ 16.2

⑨イノベーション

・児童家庭相談事業において、関係機関の連携や家庭児童の福祉に関する相談を実施し、虐待の撲滅を目指す。
・子育て短期支援事業において、児童養護施設等で短期保護を実施し、貧困層及び脆弱層の保護を達成する。
・養育支援訪問事業において、新生児等の訪問を実施し、全ての人が保健サービスを享受する。
・母子生活支援・助産施設保護事業において、経済的理由により入院助産できない妊産婦を保護、支援することにより、保健
サービスの利用を図る。



02 01 04 01 01 年 月 日

◇事業の指標（R4：重点戦略最終年度、R6：総合戦略・基本計画最終年度）

◇令和元年度の事業評価

・令和元年度の事業の概要

・ 事業の成果と課題

令和2年度 （管理番号） （担当課） （責任者） （基準日）
001103000

主な事業活動・事業成果　指標（単位）
総合戦略施策体系 重点戦略No
第1期 第2期 R1～R4

子育て支援課 鈴木　和彦 令和 2 7 1

要保護児童対策地域協議会の開催（回） - -
年度 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6
目標値 112 112 98 98 98 98 98

主な事業活動・事業成果　指標（単位）
総合戦略施策体系 重点戦略No
第1期 第2期 R1～R4

実績値 112 104

年度 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6
目標値

主な事業活動・事業成果　指標（単位）
総合戦略施策体系 重点戦略No
第1期 第2期 R1～R4

実績値

年度 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6
目標値

主な事業活動・事業成果　指標（単位）
総合戦略施策体系 重点戦略No
第1期 第2期 R1～R4

実績値

年度 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6
目標値

主な事業活動・事業成果　指標（単位）
総合戦略施策体系 重点戦略No
第1期 第2期 R1～R4

実績値

年度 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6
目標値

実績値

・児童家庭相談事業
　育児負担の軽減や児童虐待の防止のため、関係機関との連携及び家庭児童の福祉に関する相談の実施
・子育て短期支援事業
　家庭において一時的に児童の養育が困難になった場合に、児童養護施設等で短期間保護（契約施設7箇所）
・養育支援訪問事業
　児童の養育が困難な家庭を把握し、訪問員等が家庭訪問をし、育児相談、家事援助等を実施
・母子生活支援・助産施設保護事業
　監護すべき母子及び経済的理由で入院助産を受けることができない妊産婦への専門施設による保護・支援
　（母子生活支援施設1箇所、助産施設4箇所）
・未成年後見人支援事業
　親権者のいない未成年者（被後見人）の日常生活の支援や福祉の向上を図るための未成年後見人確保及び支援

指標の達成度

計画通り
・児童家庭相談事業では、児童虐待の防止のため、要保護児童対策地域協議会において関係機関との適切な連携を図ることができた。<元
年度>代表者会議年2回、実務者会議　各区年2回、進行管理会議　中区エリアに分けて月2回、他の区月1回、個別ケース検討会議随時
*新型コロナウイルス感染症拡大の影響により当初の予定より進行管理会議の回数が減となった。
・子育て短期支援事業では、保護者の入院等により家庭において一時的に養育が困難となった児童や緊急一時的に保護が必要となった母

子を児童養護施設等に短期間入所させ、養育・保護を行うことで児童の福祉の向上を図ることができた。<元年度>利用延239日間
・養育支援訪問事業は、児童の養育が困難な家庭に対し、訪問員等が家庭訪問をし、育児相談、家事援助等を実施することで、当該家庭の

養育の改善がみられた。<元年度>養育支援訪問員　延訪問回数502回、養育支援ヘルパー　延訪問回数66回
・母子保護・助産実施事業では、配偶者のいない女子とその児童を母子生活支援施設にて保護し、生活支援を行うことにより自立への足が

かりを築くことができた。<元年度>延64世帯
また、経済的な理由で入院助産を受けられない妊産婦に助産施設にて安全に出産させることができた。<元年度>7件



・ 事業の見直し
実施結果

/

今後の方向性

/

現状 人工 現状

・児童家庭相談事業
　共通アセスメントツールの活用により、児童相談所、区社会福祉課及び区健康づくり課間の判断基準の共通化
を図るとともに、区ごと、または担当者ごとの対応のばらつきを抑制することができた。
・養育支援訪問事業
　養育支援が必要と思われる家庭に対し、助産師・保育士等の資格を持つ訪問員による家庭訪問及び養育に関
する指導や技術的援助を実施した。また養育支援訪問ヘルパーによる家事・育児支援を実施した。

大項目 改善 小項目 業務改善 事業費

大項目 現状 小項目 - 事業費

現状 人工 現状

児童家庭相談事業
・要保護児童対策地域協議会について、2年度から従来の4層構造から3層構造に見直し、関係機関との役割分
担を円滑に行える体制を整備する。
・要保護児童等の保護又は要支援児童若しくは特定妊婦への効果的な支援のために、共通アセスメントツールを
適切に活用できるよう研修会を実施する。



02 01 04 01 02 年 月 日

◇事業目的・事業対象

◇事業の概要

◇事業の性質

◇事業のコスト

◇SDGsとの関連
・関連するゴール

・事業とゴールの関連性

⑨イノベーション

施設に入所している児童が「できる限り良好な家庭」で養育されるために、施設において必要な措置を講ずる取組
を円滑に進められるよう推進する。

⑧成長・雇用 ⑰実施手段
⑦エネルギー ⑯平和 ○ 16.2
⑥水・衛生 ⑮陸上資源
⑤ジェンダー ⑭海洋資源
④教育 ○ 4.3　4.4　4.5　4.6　4.7 ⑬気候変動
③保健 ○ 3.7 ⑫生産・消費
②飢餓 ⑪都市

ゴール ターゲット ゴール ターゲット
①貧困 ○ 1.3 ⑩不平等

再任用(h26)人工

正規 0.1
再任用(h31)

人件費　(千円) 700

会計年度任用職員(人事課予算)

人件費(報酬等) (千円)
一般会計繰入金
一般財源 23,895
その他
市債

国・県支出 47,790
事業費(千円) 予算 71,685

－ －

R1 R2 R3 R4 R5 R6

Ｒ2 Ｒ3 一般会計 自治事務（その他） 児童福祉法 －

決算

児童養護施設に入所している児童を「できる限り良好な家庭的環境」で養育するため、施設の小規模かつ地域分
散化、高機能化及び多機能化・機能転換の推進を図る。

【令和2年度新規事業】
児童養護施設が実施する大舎利の施設のユニット化を図る大規模改修に対する助成

1　施設　　　　　児童養護施設　和光寮（定員36人）
2　改修内容　　入所児童にとって家庭に近い養育環境とするため、生活単位（ユニット）ごとに、食堂、居間、居室
　　　　　　　　　　等を整備し、6人×5ユニットに改修する。
3　事業期間　　令和2年10月　工事開始
　　　　　　　　　　令和4年3月　　完成予定

開始年度 終了予定 会計区分 事務区分 根拠法令等
総合
戦略

重点
戦略

主要
事業

7 1

事業シート （事業名） 児童福祉施設整備助成事業（補助金）

令和2年度
（管理番号） （担当課） （責任者） （基準日）

001103000 子育て支援課 鈴木　和彦 令和 2



02 01 04 01 02 年 月 日

◇事業の指標（R4：重点戦略最終年度、R6：総合戦略・基本計画最終年度）

◇令和元年度の事業評価

・令和元年度の事業の概要

・ 事業の成果と課題
指標の達成度

実績値

目標値

年度 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

主な事業活動・事業成果　指標（単位）
総合戦略施策体系 重点戦略No
第1期 第2期 R1～R4

実績値

目標値

年度 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

主な事業活動・事業成果　指標（単位）
総合戦略施策体系 重点戦略No
第1期 第2期 R1～R4

実績値

目標値

年度 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

主な事業活動・事業成果　指標（単位）
総合戦略施策体系 重点戦略No
第1期 第2期 R1～R4

実績値

目標値

年度 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

主な事業活動・事業成果　指標（単位）
総合戦略施策体系 重点戦略No
第1期 第2期 R1～R4

実績値

目標値

年度 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

主な事業活動・事業成果　指標（単位）
総合戦略施策体系 重点戦略No
第1期 第2期 R1～R4

子育て支援課 鈴木　和彦 令和 2 7 1令和2年度 （管理番号） （担当課） （責任者） （基準日）
001103000



・ 事業の見直し
実施結果

/

今後の方向性

/ 人工

人工

大項目 小項目 - - 事業費

大項目 小項目 - - 事業費



02 01 04 01 03 年 月 日

◇事業目的・事業対象

◇事業の概要

◇事業の性質

◇事業のコスト

◇SDGsとの関連
・関連するゴール

・事業とゴールの関連性

⑨イノベーション

・児童養護施設の処遇を改善することにより、脆弱層の十分な保護と虐待の防止を図る。
・社会的養護体制整備事業において、脆弱層の教育職業訓練に平等にアクセスできるようにする。

⑧成長・雇用 ⑰実施手段
⑦エネルギー ⑯平和 ○ 16.2
⑥水・衛生 ⑮陸上資源
⑤ジェンダー ⑭海洋資源
④教育 ○ 4.3　4.4　4.5　4.6　4.7 ⑬気候変動
③保健 ○ 3.7 ⑫生産・消費
②飢餓 ⑪都市

ゴール ターゲット ゴール ターゲット
①貧困 ○ 1.3 ⑩不平等

0.1 0.1
再任用(h26)人工

正規 0.6 0.5
再任用(h31)

人件費　(千円) 4,480 3,780

会計年度任用職員(人事課予算)

人件費(報酬等) (千円)
一般会計繰入金
一般財源 33,937 48,558
その他
市債

国・県支出 17,536 34,148
事業費(千円) 予算 63,687 82,706

－ ○

R1 R2 R3 R4 R5 R6

H26 一般会計 自治事務（その他） 児童福祉法 ○

決算 51,473

・児童虐待の発生予防と早期発見・早期対応を強化するため、充実した相談・支援体制を構築するとともに、市
民に対する児童虐待防止の啓発事業を実施することで、児童福祉の向上を図る。
・保護者による適切な養育を受けられず施設入所等になった児童が、より適切な環境のもとで養育されるよう、
児童養護施設等の機能強化・職員配置の改善等につながる事業を実施する。

・児童福祉施設運営助成事業（補助金）
　民間の児童養護施設等（5施設）を対象に、入所者の処遇の向上及び施設職員の処遇改善を図るため、定数
外の職員を雇用する経費に対する補助金
・児童福祉施設専門機能強化助成事業（補助金）
　児童養護施設において心理療法担当職員を加配する経費に対する補助金
・社会的養護体制整備事業
　施設職員の専門性を高める研修事業や施設の生活環境を改善する事業を実施することに加え、市民の児童
虐待防止の意識高揚を図る講演会や街頭キャンペーン等を開催
＊新型コロナ感染防止対策として、児童入所施設の個室化、インターネット環境の整備等実施（Ｒ2・5月補正）
　児童養護施設等職員人材確保事業と、児童養護施設の実家的機能による自立支援事業を計上し、施設職員
の確保と退所児童の自立支援の充実を図る
・児童家庭支援センター設置運営事業　　児童家庭支援センター1箇所の運営
・身元保証人確保対策事業　　施設退所児童の身元保証人・連帯保証人となる施設や里親の保険料を負担

開始年度 終了予定 会計区分 事務区分 根拠法令等
総合
戦略

重点
戦略

主要
事業

7 1

事業シート （事業名） 社会的養護推進事業

令和2年度
（管理番号） （担当課） （責任者） （基準日）

001103000 子育て支援課 鈴木　和彦 令和 2



02 01 04 01 03 年 月 日

◇事業の指標（R4：重点戦略最終年度、R6：総合戦略・基本計画最終年度）

◇令和元年度の事業評価

・令和元年度の事業の概要

・ 事業の成果と課題

・児童福祉施設運営助成事業（補助金）
　民間の児童養護施設等（5施設）を対象に、入所者の処遇の向上及び施設職員の処遇改善を図るため、定数
外の職員を雇用する経費に対する補助金
・児童福祉施設専門機能強化助成事業（補助金）
　児童養護施設において心理療法担当職員を加配する経費に対する補助金
・社会的養護体制整備事業
　施設職員の専門性を高める研修事業や、安全対策の強化等の施設の環境を改善する事業を実施することに
加え、市民の児童虐待防止の意識高揚を図る講演会や街頭キャンペーン等を開催
　児童養護施設等職員人材確保事業と、児童養護施設の実家的機能による自立支援事業を計上し、施設職員
の確保と退所児童の自立支援の充実を図る
・児童家庭支援センター設置運営事業　　児童家庭支援センター1箇所の運営
・身元保証人確保対策事業　　施設退所児童の身元保証人・連帯保証人となる施設や里親の保険料を負担

指標の達成度

計画通り
・社会福祉施設等が運営する児童福祉施設に対する助成事業や研修事業等の実施により、職員配置の改善や施設職員の資質の向上等が
図られ、被措置児童虐待の発生予防、児童等への関わりの改善等、入所する児童等の処遇を向上させる効果が得られた。しかしながら、今
後も国が示す家庭的な養護を推進するため、職員の資質向上や施設整備に対する支援等を充実させていく必要がある。

・児童虐待の発生予防や早期発見に向けた啓発事業では、11月の児童虐待防止推進月間を中心に講演会や街頭キャンペーンを実施し、多
くの市民に啓発することができた。今後は、地域ぐるみで児童虐待の発生防止に取り組んでいくため、これまで関わりの少なかった民間企業
や市民団体に向けた広報活動を強化する必要がある。
・児童家庭支援センターによる相談支援では、家庭や地域住民からの相談対応に加え、子育て支援の専門機関として支援者への助言や里
親に対する支援を実施し、児童福祉の向上を図った。

実績値

目標値

年度 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

主な事業活動・事業成果　指標（単位）
総合戦略施策体系 重点戦略No
第1期 第2期 R1～R4

実績値

目標値

年度 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

主な事業活動・事業成果　指標（単位）
総合戦略施策体系 重点戦略No
第1期 第2期 R1～R4

実績値

目標値

年度 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

主な事業活動・事業成果　指標（単位）
総合戦略施策体系 重点戦略No
第1期 第2期 R1～R4

実績値

目標値

年度 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

主な事業活動・事業成果　指標（単位）
総合戦略施策体系 重点戦略No
第1期 第2期 R1～R4

実績値 10 11
目標値 10 10 11 11 11 11 11

児童虐待防止のための街頭キャンペーンの実施（箇所） - -
年度 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

主な事業活動・事業成果　指標（単位）
総合戦略施策体系 重点戦略No
第1期 第2期 R1～R4

子育て支援課 鈴木　和彦 令和 2 7 1令和2年度 （管理番号） （担当課） （責任者） （基準日）
001103000



・ 事業の見直し
実施結果

/

今後の方向性

/ 現状 人工 現状
・施設入所児童等が将来的に社会で自立した生活を営めるよう、社会性習得、就労意欲の形成など入所中から
の自立支援を行うとともに、退所後の相談支援の体制を整えるため、児童養護施設等の支援機関との連携を
図っていく。

拡大 人工 現状
・地域ぐるみで児童虐待の発生防止に取り組んでいくため、これまで関わりの少なかった民間企業や市民団体に
向け、はままつオレンジリボン運動への参画を呼びかけ、登録いただいた団体等との連携した啓発を行った。

大項目 改善 小項目 その他 事業費

大項目 改善 小項目 その他 事業費



02 01 04 02 年 月 日

（総合計画体系）

・

・

◇政策の概要

◇政策のコスト（千円）
予算
決算

人件費（A）
報酬（B）
年間経費(予算又は決算+A+B)

◇政策の指標

◇令和元年度の政策評価（政策の概要）

◇令和元年度の政策評価（政策の進捗・課題）

50

目標

54

100 100

35,560
1,060

51
49.8％

％

単位

実績
目標

実績
目標

50

R4

100

R5

子育て中の市民が「子育てしやすくなっている」
と感じる割合(%)

高等職業訓練促進給付金修了者の就職率

政策指標

5352

さまざまな困難を抱えるひとり親家庭や要保護女子等を支援することにより、自立の促進を図る。

＜進捗＞ 計画通り

ひとり親家庭や要保護女子の自立に向けた支援が図られた。

R1
3,200,347
3,188,316
35,560

3,224,936

すべての子どもたちは、互いの個性を認め合い、夢と希望を持って学び、生きる力を身に
付けている。

◆基本政策 子どもの育ちを支え、若者の自立を応援するまちづくり

R5R4R2

さまざまな困難を抱えるひとり親家庭や要保護女子等を支援することにより、自立の促進を図る。

R6

⑯平和

R3

◇関連するSDGsのゴール

子育て支援課 鈴木　和彦 令和 2

①貧困

10年後の目標 子どもたちの成長を第一に考えた地域社会のサポートにより、仕事と子育てが両立できる
環境が整っている。

7 1

家庭福祉費

「分野」 子育て・教育

30年後の姿 地域の宝として愛情を注がれた子どもたちは、浜松に誇りを持ち、世界を舞台に活躍してい
る。

政策シート （政策名） 子どもとその家庭に対する相談援助

令和2年度

（予算費目名）

（管理番号） （担当課） （責任者） （基準日）
001103000

④教育 ⑤ジェンダー③保健

2,629,638

年度

1,060

実績

R2 R3

2,593,018

85.7
100

R1

100

R6

100



02 01 04 02 年 月 日

◇政策実現のために実施する事業一覧

※人工単価（千円）正規7,000 再任用(h31)3,600 再任用(h26)2,600 会計年度任用職員（人事課予算）2,800

計 2,629,638 2,593,018 4.8

24

25

0.7 1,060

23

21

22

20

19

18

17

16

15

14

13

12

11

10

9

8

7

6

5

3

4

2 女性相談保護事業 ○  ○ 0.3

1 ひとり親家庭等支援事業 ○○○

報酬
（千円）再任用

(31h)
再任用

(26h)
会計年度
（人事課）

コスト
（千円）

事業費
（千円）

人工

正規

3,382 1,282

2,626,256 2,591,736 4.5 0.7 1,060

事業名

総
合
戦
略

重
点
戦
略

主
要
事
業

完
了

子育て支援課 鈴木　和彦 令和 7 1
（管理番号） （担当課） （責任者） （基準日）

001103000令和2年度 2



02 01 04 02 01 年 月 日

◇事業目的・事業対象

◇事業の概要

◇事業の性質

◇事業のコスト

◇SDGsとの関連
・関連するゴール

・事業とゴールの関連性

7 1

事業シート （事業名） ひとり親家庭等支援事業

令和2年度
（管理番号） （担当課） （責任者） （基準日）

001103000 子育て支援課 鈴木　和彦 令和 2

ひとり親家庭が就業し、仕事と子育ての両立をしながら経済的に自立するとともに、子どもが心身ともに健やかに
成長できるようひとり親家庭への支援を行う。

【R1-R4重点戦略項目№72】
（経済的支援）
・児童扶養手当支給事業
　18歳に達する以後の最初の3月31日までの間にある児童をもつひとり親家庭に対して手当を支給
・ひとり親家庭等自立支援手当支給事業
　2人以上の児童を監護する児童扶養手当の受給者に対し、一定期間市独自の手当を支給
・遺児等福祉手当支給事業
　父母等が交通事故または病気により死亡・障がいになった児童に対し、手当を支給
・母子家庭等医療費助成事業
　所得税非課税世帯の母子・父子家庭等の保険診療による自己負担額の一部を助成
（就労支援）
・母子家庭等自立支援給付金事業
　高等職業訓練促進給付金等の支給により雇用の安定と就職の促進を図り、ひとり親家庭の自立を支援

開始年度 終了予定 会計区分 事務区分 根拠法令等
総合
戦略

重点
戦略

主要
事業

事業費(千円) 予算 3,199,062 2,591,736

○ ○

R1 R2 R3 R4 R5 R6

S37 一般会計
法定受託事務
自治事務（その他）

児童扶養手当法等 ○

決算 3,187,870

その他 1,876 2,303
市債

国・県支出 980,008 777,399

人件費(報酬等) (千円) 1,060 1,060
一般会計繰入金
一般財源 2,205,986 1,812,034

人工

正規 4.5 4.5
再任用(h31)

人件費　(千円) 33,460 33,460

会計年度任用職員(人事課予算) 0.7 0.7
再任用(h26)

②飢餓 ⑪都市

ゴール ターゲット ゴール ターゲット
①貧困 ○ 1.2 1.3 ⑩不平等

④教育 ○ 4.3 ⑬気候変動
③保健 ○ 3.8 ⑫生産・消費

⑥水・衛生 ⑮陸上資源
⑤ジェンダー ○ 5.4    5.5 ⑭海洋資源

⑧成長・雇用 ⑰実施手段
⑦エネルギー ⑯平和

⑨イノベーション

・児童扶養手当については、手当を支給することにより、貧困層の経済的支援を行う。
・母子家庭等の医療費を助成することにより、全ての人々が質の高い保健サービスをアクセスできるようにする。



02 01 04 02 01 年 月 日

◇事業の指標（R4：重点戦略最終年度、R6：総合戦略・基本計画最終年度）

◇令和元年度の事業評価

・令和元年度の事業の概要

・ 事業の成果と課題

令和2年度 （管理番号） （担当課） （責任者） （基準日）
001103000

主な事業活動・事業成果　指標（単位）
総合戦略施策体系 重点戦略No
第1期 第2期 R1～R4

子育て支援課 鈴木　和彦 令和 2 7 1

高等職業訓練促進給付金修了者の就職率 - 72
年度 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6
目標値 100 100 100 100 100 100 100

主な事業活動・事業成果　指標（単位）
総合戦略施策体系 重点戦略No
第1期 第2期 R1～R4

実績値 100 85.7

年度 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6
目標値

主な事業活動・事業成果　指標（単位）
総合戦略施策体系 重点戦略No
第1期 第2期 R1～R4

実績値

年度 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6
目標値

主な事業活動・事業成果　指標（単位）
総合戦略施策体系 重点戦略No
第1期 第2期 R1～R4

実績値

年度 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6
目標値

主な事業活動・事業成果　指標（単位）
総合戦略施策体系 重点戦略No
第1期 第2期 R1～R4

実績値

年度 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6
目標値

実績値

（経済的支援）
・児童扶養手当支給事業
　18歳に達する以後の最初の3月31日までの間にある児童をもつひとり親家庭に対して手当を支給
・ひとり親家庭等自立支援手当支給事業
　2人以上の児童を監護する児童扶養手当の受給者に対し、一定期間市独自の手当を支給
・遺児等福祉手当支給事業
　父母等が交通事故または病気により死亡・障がいになった児童に対し、手当を支給
・母子家庭等医療費助成事業
　所得税非課税世帯の母子・父子家庭等の保険診療による自己負担額の一部を助成
（就労支援）
・母子家庭等自立支援給付金事業
　高等職業訓練促進給付金等の支給により雇用の安定と就職の促進を図り、ひとり親家庭の自立を支援

指標の達成度

計画通り
＜令和元年度＞

・児童扶養手当支給事業　延支給者数 70,357人

・ひとり親家庭等自立支援手当支給事業　　延児童数 8,038人

・遺児等福祉手当支給事業　　延遺児数 2,871人

・母子家庭等医療費助成事業　助成件数 94,076件
　　医療費助成を通じ、ひとり親家庭への経済的支援を行った。
・母子家庭等自立支援給付金事業　高等職業訓練促進給付金支給件数 28件
　　高等職業訓練促進給付金等を支給することで、雇用の安定と就職の促進を図り、自立支援に結び付けた。



・ 事業の見直し
実施結果

/

今後の方向性

/

現状 人工 現状

母子家庭等就業・自立支援センターにおいて実施した就業に関する相談、就業情報の提供、職業紹介などによ
り、24人が就労した。また、就職に有利な資格を取得するための高等職業訓練給付金や自立支援給付金の活用
により、6人が資格を取得し、就労につなげることができた。

大項目 改善 小項目 その他 事業費

大項目 現状 小項目 - - 事業費

現状 人工 現状

ひとり親家庭等日常生活支援事業等の制度については、支援内容が市民に対して浸透していないものがあるた
め子育て支援課及び各区で周知の徹底を図る。



02 01 04 02 01 年 月 日

◇【R1～R4】事業工程表（No.：重点戦略項目No）

子育て支援課 鈴木　和彦 令和 2 7 1令和2年度 （管理番号） （担当課） （責任者） （基準日）
001103000

補助シート （事業名） ひとり親家庭等支援事業

No. R1 R2 R3 R4

72

ひとり親に対する経済
的支援及び就労支援を
継続的に実施すること
により、自立の促進を図
る。

ひとり親に対する経済
的支援及び就労支援を
継続的に実施すること
により、自立の促進を図
る。

ひとり親に対する経済
的支援及び就労支援を
継続的に実施すること
により、自立の促進を図
る。

ひとり親に対する経済
的支援及び就労支援を
継続的に実施すること
により、自立の促進を図
る。



02 01 04 02 02 年 月 日

◇事業目的・事業対象

◇事業の概要

◇事業の性質

◇事業のコスト

◇SDGsとの関連
・関連するゴール

・事業とゴールの関連性

7 1

事業シート （事業名） 女性相談保護事業

令和2年度
（管理番号） （担当課） （責任者） （基準日）

001103000 子育て支援課 鈴木　和彦 令和 2

要保護女子の自立支援を図るため、更生に関する指導、相談、関係機関との連絡調整、その他必要な支援を行
う。

・女性相談保護事業
　要保護女子の更生に関する指導、相談
　要保護女子の保護施設への移送 、関係機関との連絡調整
・ＤＶ相談支援センター運営事業
　ＤＶに関わる証明書交付、支援者支援、心理面接等によりＤＶ被害者を支援

開始年度 終了予定 会計区分 事務区分 根拠法令等
総合
戦略

重点
戦略

主要
事業

事業費(千円) 予算 1,285 1,282

－ ○

R1 R2 R3 R4 R5 R6

H19 一般会計 自治事務（法令義務）
配偶者からの暴力の防止及び被害

者の保護に関する法律等
○

決算 446

その他
市債

国・県支出 147 147

人件費(報酬等) (千円)
一般会計繰入金
一般財源 299 1,135

人工

正規 0.3 0.3
再任用(h31)

人件費　(千円) 2,100 2,100

会計年度任用職員(人事課予算)

再任用(h26)

②飢餓 ⑪都市

ゴール ターゲット ゴール ターゲット
①貧困 ⑩不平等

④教育 ⑬気候変動
③保健 ⑫生産・消費

⑥水・衛生 ⑮陸上資源
⑤ジェンダー ○ 5.1　5.2 ⑭海洋資源

⑧成長・雇用 ⑰実施手段
⑦エネルギー ⑯平和 ○ 16.2

⑨イノベーション

・女性や子どもに対する暴力を排除するとともに、子どもに対する虐待を撲滅する。



02 01 04 02 02 年 月 日

◇事業の指標（R4：重点戦略最終年度、R6：総合戦略・基本計画最終年度）

◇令和元年度の事業評価

・令和元年度の事業の概要

・ 事業の成果と課題

令和2年度 （管理番号） （担当課） （責任者） （基準日）
001103000

主な事業活動・事業成果　指標（単位）
総合戦略施策体系 重点戦略No
第1期 第2期 R1～R4

子育て支援課 鈴木　和彦 令和 2 7 1

婦人相談員の資質向上を目的とした連絡会の開催（回） - -
年度 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6
目標値 1 1 1 1 1 1 1

主な事業活動・事業成果　指標（単位）
総合戦略施策体系 重点戦略No
第1期 第2期 R1～R4

実績値 1 1

年度 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6
目標値

主な事業活動・事業成果　指標（単位）
総合戦略施策体系 重点戦略No
第1期 第2期 R1～R4

実績値

年度 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6
目標値

主な事業活動・事業成果　指標（単位）
総合戦略施策体系 重点戦略No
第1期 第2期 R1～R4

実績値

年度 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6
目標値

主な事業活動・事業成果　指標（単位）
総合戦略施策体系 重点戦略No
第1期 第2期 R1～R4

実績値

年度 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6
目標値

実績値

・女性相談保護事業
　要保護女子の更生に関する指導、相談
　要保護女子の保護施設への移送 、関係機関との連絡調整
・ＤＶ相談支援センター運営事業
　ＤＶに関わる証明書交付、支援者支援、心理面接等によりＤＶ被害者を支援

指標の達成度

計画通り
・要保護女子の更正に関する指導、相談や要保護女子の保護施設への移送を行い、必要な支援をすることができた。
・緊急一時保護の実施：保護施設先の状況により移送の実施が即日できない場合、市内で一時的に要保護女子の保護を行
い、移送までの安全確保に努めた。
・婦人相談員の資質向上を目的とした連絡会を開催し、情報の共有化を図った。
＜令和元年度＞
【保護施設への移送】4件
【緊急一時保護】2件
【婦人相談】延相談件数1,700件
【連絡会の開催】1回



・ 事業の見直し
実施結果

/

今後の方向性

/

現状 人工 現状

要保護女子の更正に関する指導、相談や要保護女子の保護施設への移送及び緊急時の一時保護を行い、必
要な支援をすることができた。

大項目 現状 小項目 事業費

大項目 現状 小項目 事業費

現状 人工 現状

女性相談や配偶者からの暴力は重大な人権侵害で、個人の尊厳を著しく害するものである。これらの防止と保
護は、国及び地方公共団体の責務とされており、現在の事業を継続し、途切れのない支援をすることが必要であ
る。



02 01 04 04 年 月 日

（総合計画体系）

・

・

◇政策の概要

◇政策のコスト（千円）
予算
決算

人件費（A）
報酬（B）
年間経費(予算又は決算+A+B)

◇政策の指標

◇令和元年度の政策評価（政策の概要）

◇令和元年度の政策評価（政策の進捗・課題）

225,300

年度

実績

R2 R3

212,000

264
306

R1

310

R6

310

④教育

政策シート （政策名） 子どもとその家庭に対する相談援助

令和2年度

（予算費目名）

（管理番号） （担当課） （責任者） （基準日）
001103000

◇関連するSDGsのゴール

子育て支援課 鈴木　和彦 令和 2

①貧困

10年後の目標 子どもたちの成長を第一に考えた地域社会のサポートにより、仕事と子育てが両立できる
環境が整っている。

7 1

母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計

「分野」 子育て・教育

30年後の姿 地域の宝として愛情を注がれた子どもたちは、浜松に誇りを持ち、世界を舞台に活躍してい
る。

R1
206,000
172,806
13,300

186,106

すべての子どもたちは、互いの個性を認め合い、夢と希望を持って学び、生きる力を身に
付けている。

◆基本政策 子どもの育ちを支え、若者の自立を応援するまちづくり

R5R4R2

母子家庭、父子家庭等の経済的自立の助成と生活意欲の助長を図ることにより、児童の福祉を増進する。

R6R3

母子家庭、父子家庭等の経済的自立の助成と生活意欲の助長を図ることにより、児童の福祉を増進する。

＜進捗＞ 計画通り

母子家庭の平均年収は、一般家庭と比べて低い水準にあり、経済的に困難を抱えている。こうした母子家庭や父子家

庭等に修学資金、就学支度金等、各種資金の貸付を行うことにより、経済的自立の助長と生活意欲の向上、また、そ

の扶養する児童の福祉の向上が図られた。

R4

310

R5

母子父子寡婦福祉資金貸付件数（件）

政策指標

299 300

13,300

件

単位

実績
目標

実績
目標

目標



02 01 04 04 年 月 日

◇政策実現のために実施する事業一覧

※人工単価（千円）正規7,000 再任用(h31)3,600 再任用(h26)2,600 会計年度任用職員（人事課予算）2,800

事業名

総
合
戦
略

重
点
戦
略

主
要
事
業

完
了

子育て支援課 鈴木　和彦 令和 7 1
（管理番号） （担当課） （責任者） （基準日）

001103000令和2年度 2

報酬
（千円）再任用

(31h)
再任用

(26h)
会計年度
（人事課）

コスト
（千円）

事業費
（千円）

人工

正規

225,300 212,000 1.9

2

1 母子父子寡婦福祉資金貸付

事業

3

4

6

5

8

7

10

9

12

11

14

13

16

15

18

17

20

19

21

22

23

計 225,300 212,000 1.9

24

25



02 01 04 04 01 年 月 日

◇事業目的・事業対象

◇事業の概要

◇事業の性質

◇事業のコスト

◇SDGsとの関連
・関連するゴール

・事業とゴールの関連性

7 1

事業シート （事業名） 母子父子寡婦福祉資金貸付事業

令和2年度
（管理番号） （担当課） （責任者） （基準日）

001103000 子育て支援課 鈴木　和彦 令和 2

母子家庭等及び父子家庭並びに寡婦の経済的自立と生活意欲の向上を図り、その扶養する児童の福祉を増進
させる。

・母子父子寡婦福祉資金貸付事業費
　母子・父子家庭等の経済的自立と生活意欲の向上を図り、児童の福祉を増進することを目的とする貸付制度
（貸付種類）
　事業開始資金、事業継続資金、住宅資金、転宅資金、結婚資金、医療介護資金、生活資金、技能習得資金、
修学資金、就学支度資金、修業資金、就職支度資金（計12種類）

開始年度 終了予定 会計区分 事務区分 根拠法令等
総合
戦略

重点
戦略

主要
事業

事業費(千円) 予算 206,000 212,000

－ －

R1 R2 R3 R4 R5 R6

H8 特別会計
自治事務（法令義務）
自治事務（その他）

母子及び父子並びに寡婦福
祉法、浜松市特別会計条例

－

決算 172,806

その他
市債 28,000 26,000

国・県支出

人件費(報酬等) (千円)
一般会計繰入金 16,693 16,194
一般財源 128,113 169,806

人工

正規 1.9 1.9
再任用(h31)

人件費　(千円) 13,300 13,300

会計年度任用職員(人事課予算)

再任用(h26)

②飢餓 ⑪都市

ゴール ターゲット ゴール ターゲット
①貧困 ○ 1.2   1.3   ⑩不平等

④教育 ○ 4.2    4.3    4.5 ⑬気候変動
③保健 ⑫生産・消費

⑥水・衛生 ⑮陸上資源
⑤ジェンダー ⑭海洋資源

⑧成長・雇用 ⑰実施手段
⑦エネルギー ⑯平和

⑨イノベーション

貸付を行うことにより、貧困状態にある男女、子どもの割合を半減させ、貧困層及び脆弱層に対し十分な保護が
できる。
全ての男女が、手の届く質の高い技術教育・職業教育及び大学を含む高等教育への平等なアクセスが得られ
る。



02 01 04 04 01 年 月 日

◇事業の指標（R4：重点戦略最終年度、R6：総合戦略・基本計画最終年度）

◇令和元年度の事業評価

・令和元年度の事業の概要

・ 事業の成果と課題

令和2年度 （管理番号） （担当課） （責任者） （基準日）
001103000

主な事業活動・事業成果　指標（単位）
総合戦略施策体系 重点戦略No
第1期 第2期 R1～R4

子育て支援課 鈴木　和彦 令和 2 7 1

母子父子寡婦福祉資金貸付件数（件） - -
年度 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6
目標値 328 306 299 300 310 310 310

主な事業活動・事業成果　指標（単位）
総合戦略施策体系 重点戦略No
第1期 第2期 R1～R4

実績値 291 264

年度 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6
目標値

主な事業活動・事業成果　指標（単位）
総合戦略施策体系 重点戦略No
第1期 第2期 R1～R4

実績値

年度 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6
目標値

主な事業活動・事業成果　指標（単位）
総合戦略施策体系 重点戦略No
第1期 第2期 R1～R4

実績値

年度 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6
目標値

主な事業活動・事業成果　指標（単位）
総合戦略施策体系 重点戦略No
第1期 第2期 R1～R4

実績値

年度 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6
目標値

実績値

・母子父子寡婦福祉資金貸付事業費
　母子・父子家庭等の経済的自立と生活意欲の向上を図り、児童の福祉を増進することを目的とする貸付制度
（貸付種類）
　事業開始資金、事業継続資金、住宅資金、転宅資金、結婚資金、医療介護資金、生活資金、技能習得資金、
修学資金、就学支度資金、修業資金、就職支度資金（計12種類）

・母子父子寡婦福祉資金貸付運営経費　［決算2,777千円］
　償還事務（督促、催告等）に関する事務経費や母子父子寡婦福祉資金システムの保守委託、システム機器賃
貸借等の事務経費

指標の達成度

計画通り

各種資金の貸付を行うことにより、経済的自立の助長と生活意欲の向上、またその扶養する児童の福祉の増進が図ら

れた。



・ 事業の見直し
実施結果

/

今後の方向性

/

現状 人工 現状

母子家庭等及び父子家庭並びに寡婦の経済的自立と生活意欲の向上を図るため、修学資金等の貸付業務を
行った。

大項目 改善 小項目 委託・指定管理 一部委託 事業費

大項目 現状 小項目 - - 事業費

現状 人工 現状

収納率の向上、時間外勤務の縮減、市民サービスの向上のため、県や政令市の一部がすでに実施している債
権管理業務の外部委託化やコンビニ収納の実施等について検討していく。



02 01 04 05 年 月 日

（総合計画体系）

・

・

◇政策の概要

◇政策のコスト（千円）
予算
決算

人件費（A）
報酬（B）
年間経費(予算又は決算+A+B)

◇政策の指標

◇令和元年度の政策評価（政策の概要）

◇令和元年度の政策評価（政策の進捗・課題）

1,874,278

年度

2,976

実績

R2 R3

1,406,502

94
102

R1

138

R6

155

⑯平和

政策シート （政策名） 子どもとその家庭に対する相談援助

令和2年度

（予算費目名）

（管理番号） （担当課） （責任者） （基準日）
001110000

◇関連するSDGsのゴール

児童相談所 鈴木　勝 令和 2

④教育

10年後の目標 子どもたちの成長を第一に考えた地域社会のサポートにより、仕事と子育てが両立できる
環境が整っている。

7 1

児童相談所費

「分野」 子育て・教育

30年後の姿 地域の宝として愛情を注がれた子どもたちは、浜松に誇りを持ち、世界を舞台に活躍してい
る。

R1
1,409,221
1,404,216
455,000

1,861,355

すべての子どもたちは、互いの個性を認め合い、夢と希望を持って学び、生きる力を身に
付けている。

◆基本政策 子どもの育ちを支え、若者の自立を応援するまちづくり

R5R4R2

・虐待等の通報に対し、子どもの安全確保を最優先とし、警察、福祉事務所等関係機関との連携強化を図り、一
時保護等の措置、援助を的確かつ迅速に行い、児童の安全を確保する。
・社会的養護が必要な児童が、家庭的な養育環境のもとで育てられるよう里親委託を推進していく。
・児童相談所と一時保護所の一体化による総合的な支援について検討していく。

R6R3

・虐待等の通報に対し、子どもの安全確保を最優先とし、警察、福祉事務所等関係機関との連携強化を図り、一
時保護等の措置、援助を的確かつ迅速に行い、児童の安全を確保する。
・社会的養護が必要な児童が、家庭的な養育環境のもとで育てられるよう里親委託を推進していく。
・児童相談所と一時保護所の一体化による総合的な支援について検討していく。

＜進捗＞ 遅れている
・里親登録期間の長い一部の里親が、年齢的・体力的な理由により里親登録を辞退したため、里親登録数が目
標値を下回った。
・措置費単価の上昇や虐待件数の増加等による扶助費の増加で事業費が今後も増えていくことが見込まれる。

R4

143

R5

研修に参加した回数（回）

里親登録数

政策指標

4342

114 126

464,800
2,139

41
45回

組

単位

実績
目標

実績
目標

40 40

目標

45



02 01 04 05 年 月 日

◇政策実現のために実施する事業一覧

※人工単価（千円）正規7,000 再任用(h31)3,600 再任用(h26)2,600 会計年度任用職員（人事課予算）2,800

事業名

総
合
戦
略

重
点
戦
略

主
要
事
業

完
了

児童相談所 鈴木　勝 令和 7 1
（管理番号） （担当課） （責任者） （基準日）

001110000令和2年度 2

1.0

報酬
（千円）再任用

(31h)
再任用

(26h)
会計年度
（人事課）

コスト
（千円）

事業費
（千円）

人工

正規

33,648 4,248

1,646,386 1,341,430 41.1 6.0 456

2.02 社会的養護推進事業  ○○ 3.4

1 児童保護事業  ○○

2.0 2,520

3 一時保護所運営事業   ○  133,862 31,662 14.2

4 児童相談所運営経費 60,382 29,162 3.3

6

5

8

7

10

9

12

11

14

13

16

15

18

17

20

19

21

22

23

計 1,874,278 1,406,502 62.0

24

25

11.0 2,976



02 01 04 05 01 年 月 日

◇事業目的・事業対象

◇事業の概要

◇事業の性質

◇事業のコスト

◇SDGsとの関連
・関連するゴール

・事業とゴールの関連性

02 01 04 05 01 年 月 日

7 1

事業シート （事業名） 児童保護事業

令和2年度
（管理番号） （担当課） （責任者） （基準日）

001110000 児童相談所 鈴木　勝 令和 2

保護が必要な児童の児童養護施設、児童自立支援施設等への入所を行い、児童の健全育成の発展を目指す。

【R1-R4重点戦略項目No.62】
・各種会議、研修会等に参加して、職員の資質向上を図る。
・保護者のない児童、虐待されている児童その他環境上養護を要する児童を児童養護施設に入所させる。
・知的障害のある児童を、独立自活に必要な知能技能を与えることを目的に福祉型障害児施設に入所させる。
・不良行為をなし、又はなすおそれのある児童及び家庭環境その他の環境上の理由により生活指導等を要する
児童を児童自立支援施設に入所させ、個々の児童の状況に応じて必要な指導を行い、その自立を支援し、あわ
せて退所した児童について相談その他の援助を行う。
・軽度の情緒障害を有する児童を、児童心理治療施設に入所させ、その情緒障害を治し、あわせて退所した児童
について相談その他の援助を行う。

開始年度 終了予定 会計区分 事務区分 根拠法令等
総合
戦略

重点
戦略

主要
事業

事業費(千円) 予算 1,343,193 1,341,430

○ ○

R1 R2 R3 R4 R5 R6

H19 － 一般会計
法定受託事務

自治事務（法令義務）
児童福祉法 －

決算 1,342,051

その他 8,974 8,315
市債

国・県支出 649,693 656,268

人件費(報酬等) (千円) 456
一般会計繰入金
一般財源 683,384 676,847

人工

正規 40.1 41.1
再任用(h31)

人件費　(千円) 294,700 304,500

会計年度任用職員(人事課予算) 5.0 6.0
再任用(h26)

②飢餓 ⑪都市

ゴール ターゲット ゴール ターゲット
①貧困 ⑩不平等

④教育 ⑬気候変動
③保健 ⑫生産・消費

⑥水・衛生 ⑮陸上資源
⑤ジェンダー ⑭海洋資源

⑧成長・雇用 ⑰実施手段
⑦エネルギー ⑯平和 ○ 16.2

⑨イノベーション

虐待等を受けている児童を保護し、必要に応じて里親委託、施設入所を行い、虐待を受けている環境から分離を
図り、安心・安全な生活環境を提供する。

令和2年度 （管理番号） （担当課） （責任者） （基準日）
001110000 児童相談所 鈴木　勝 令和 2 7 1



◇事業の指標（R4：重点戦略最終年度、R6：総合戦略・基本計画最終年度）

◇令和元年度の事業評価

・令和元年度の事業の概要

・ 事業の成果と課題

主な事業活動・事業成果　指標（単位）
総合戦略施策体系 重点戦略No
第1期 第2期 R1～R4

研修に参加した回数（回） - 62
年度 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6
目標値 40 40 41 42 43 45

主な事業活動・事業成果　指標（単位）
総合戦略施策体系 重点戦略No
第1期 第2期 R1～R4

実績値 34 45

年度 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6
目標値

主な事業活動・事業成果　指標（単位）
総合戦略施策体系 重点戦略No
第1期 第2期 R1～R4

実績値

年度 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6
目標値

主な事業活動・事業成果　指標（単位）
総合戦略施策体系 重点戦略No
第1期 第2期 R1～R4

実績値

年度 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6
目標値

主な事業活動・事業成果　指標（単位）
総合戦略施策体系 重点戦略No
第1期 第2期 R1～R4

実績値

年度 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6
目標値

実績値

・保護者のない児童、虐待されている児童その他環境上養護を要する児童を児童養護施設に入所させる。
・知的障害のある児童を、独立自活に必要な知能技能を与えることを目的に福祉型障害児施設に入所させる。
・不良行為をなし、又はなすおそれのある児童及び家庭環境その他の環境上の理由により生活指導等を要する
児童を児童自立支援施設に入所させ、個々の児童の状況に応じて必要な指導を行い、その自立を支援し、あわ
せて退所した児童について相談その他の援助を行う。
・軽度の情緒障害を有する児童を、児童心理治療施設に入所させ、その情緒障害を治し、あわせて退所した児童
について相談その他の援助を行う。

指標の達成度

計画通り

・警察、福祉事務所等関係機関と連携し、社会的養護が必要な児童の施設入所等必要な措置を行った。



・ 事業の見直し
実施結果

/

今後の方向性

/

拡大 人工 現状

・措置費単価の増額及び入所児童に係る医療費の増加等により事業費が前年度に比べ増加した。

大項目 現状 小項目 事業費

大項目 現状 小項目 事業費

拡大 人工 現状

・虐待件数の増加及び措置費単価の増額により今後も事業費が増加していくことが見込まれる。



02 01 04 05 01 年 月 日

◇【R1～R4】事業工程表（No.：重点戦略項目No）

児童相談所 鈴木　勝 令和 2 7 1令和2年度 （管理番号） （担当課） （責任者） （基準日）
001110000

補助シート （事業名）児童保護事業

No. R1 R2 R3 R4

62

児童福祉司任用前講習会
児童福祉司任用後研修
面接スキルトレーニング
児童福祉司スーパーバイ
ザー研修
日本子ども虐待防止学会
児童からの聴取技法研修
会
児童相談所児童心理司等
研修
児童相談所内部研修

児童福祉司任用前講習会
児童福祉司任用後研修
面接スキルトレーニング
児童福祉司スーパーバイ
ザー研修
日本子ども虐待防止学会
児童からの聴取技法研修
会
児童相談所児童心理司等
研修
児童相談所内部研修

児童福祉司任用前講習会
児童福祉司任用後研修
面接スキルトレーニング
児童福祉司スーパーバイ
ザー研修
日本子ども虐待防止学会
児童からの聴取技法研修
会
児童相談所児童心理司等
研修
児童相談所内部研修

児童福祉司任用前講習会
児童福祉司任用後研修
面接スキルトレーニング
児童福祉司スーパーバイ
ザー研修
日本子ども虐待防止学会
児童からの聴取技法研修
会
児童相談所児童心理司等
研修
児童相談所内部研修



02 01 04 05 02 年 月 日

◇事業目的・事業対象

◇事業の概要

◇事業の性質

◇事業のコスト

◇SDGsとの関連
・関連するゴール

・事業とゴールの関連性

⑨イノベーション

虐待等を受けた子どもに家庭養育環境を提供するため、里親制度の普及啓発、里親支援等を行う。
保護者の支援を受けられない、里親に委託されたり、施設入所児童が大学等に進学するための支援を行う。

⑧成長・雇用 ⑰実施手段
⑦エネルギー ⑯平和 ○ 16.2
⑥水・衛生 ⑮陸上資源
⑤ジェンダー ⑭海洋資源
④教育 ○ 4.3 ⑬気候変動
③保健 ⑫生産・消費
②飢餓 ⑪都市

ゴール ターゲット ゴール ターゲット
①貧困 ⑩不平等

2.0 2.0
再任用(h26)人工

正規 3.4 3.4
再任用(h31)

人件費　(千円) 29,400 29,400

会計年度任用職員(人事課予算)

人件費(報酬等) (千円)
一般会計繰入金
一般財源 2,566 3,349
その他
市債

国・県支出 808 899
事業費(千円) 予算 4,619 4,248

○ ○

R1 R2 R3 R4 R5 R6

H27 － 一般会計 自治事務（法令義務） 児童福祉法 －

決算 3,374

・社会的養護が必要な児童が、家庭的な養育環境のもとで育てられるよう新規里親の確保及び里親の支援を実
施する。
・就職や大学等への進学により施設等を離れて暮らす際に公的な支援が途切れてしまう児童の支援を実施す
る。

【R1-R4重点戦略項目No.63】
里親支援事業
・里親登録数、委託率増加への対応
　1年を通してショッピングモール等での啓発実施、休日、夜間の説明会、出前講座等の実施
・里親の人材育成について
　登録前研修、里親研修会等の実施
・養育支援について
　ガイドラインに基づいた里親への訪問・相談の実施

施設等退所者自立支援事業
・退所時自立支援事業
　施設等退所児童への進学・就職支度金を支給する。
・大学等進学修学支援事業
　大学等への進学修学により施設等を離れて暮らし、公的支援が途切れる児童に対し、大学等の卒業までの支
援の継続を施設等に委託する。

開始年度 終了予定 会計区分 事務区分 根拠法令等
総合
戦略

重点
戦略

主要
事業

7 1

事業シート （事業名） 社会的養護推進事業

令和2年度
（管理番号） （担当課） （責任者） （基準日）

001110000 児童相談所 鈴木　勝 令和 2



02 01 04 05 02 年 月 日

◇事業の指標（R4：重点戦略最終年度、R6：総合戦略・基本計画最終年度）

◇令和元年度の事業評価

・令和元年度の事業の概要

・ 事業の成果と課題

【R1-R4重点戦略項目No.63】
里親支援事業
・里親登録数、委託率増加への対応
　1年を通してショッピングモール等での啓発実施、休日、夜間の説明会、出前講座等の実施
・里親の人材育成について
　登録前研修、里親研修会等の実施
・養育支援について
　ガイドラインに基づいた里親への訪問・相談の実施、サロン等の実施

施設等退所者自立支援事業
・退所時自立支援事業
　施設等退所児童への進学・就職支度金を支給する。
・大学等進学修学支援事業
　大学等への進学修学により施設等を離れて暮らし、公的支援が途切れる児童に対し、大学等の卒業までの支
援の継続を施設等に委託する。

指標の達成度

遅れている

・里親登録期間の長い一部の里親が、年齢的・体力的な理由により里親登録を辞退したため、里親登録数が目
標値を下回った。
・親等の援助が見込まれない施設退所児童（就職2人）に対する支援を行った。

実績値

目標値

年度 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

主な事業活動・事業成果　指標（単位）
総合戦略施策体系 重点戦略No
第1期 第2期 R1～R4

実績値

目標値

年度 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

主な事業活動・事業成果　指標（単位）
総合戦略施策体系 重点戦略No
第1期 第2期 R1～R4

実績値

目標値

年度 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

主な事業活動・事業成果　指標（単位）
総合戦略施策体系 重点戦略No
第1期 第2期 R1～R4

実績値

目標値

年度 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

主な事業活動・事業成果　指標（単位）
総合戦略施策体系 重点戦略No
第1期 第2期 R1～R4

実績値 92 94
目標値 100 102 114 126 138 143 155

里親登録数 - 63
年度 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

主な事業活動・事業成果　指標（単位）
総合戦略施策体系 重点戦略No
第1期 第2期 R1～R4

児童相談所 鈴木　勝 令和 2 7 1令和2年度 （管理番号） （担当課） （責任者） （基準日）
001110000



・ 事業の見直し
実施結果

/

今後の方向性

/

02 01 04 05 02 年 月 日

◇【R1～R4】事業工程表（No.：重点戦略項目No）

63

・啓発活動
ショッピングモール等で
の啓発活動や休日、夜
間の説明会、出前講座
等の実施
・人材育成
里親研修会、里親登録
前研修、ペアレントト
レーニング等の実施
・養育支援
里親への訪問及び相
談、サロン等の実施

・啓発活動
ショッピングモール等で
の啓発活動や休日、夜
間の説明会、出前講座
等の実施
・人材育成
里親研修会、里親登録
前研修、ペアレントト
レーニング等の実施
・養育支援
里親への訪問及び相
談、サロン等の実施

・啓発活動
ショッピングモール等で
の啓発活動や休日、夜
間の説明会、出前講座
等の実施
・人材育成
里親研修会、里親登録
前研修、ペアレントト
レーニング等の実施
・養育支援
里親への訪問及び相
談、サロン等の実施

・啓発活動
ショッピングモール等で
の啓発活動や休日、夜
間の説明会、出前講座
等の実施
・人材育成
里親研修会、里親登録
前研修、ペアレントト
レーニング等の実施
・養育支援
里親への訪問及び相
談、サロン等の実施

補助シート （事業名）社会的養護推進事業

No. R1 R2 R3 R4

児童相談所 鈴木　勝 令和 2 7 1

現状 人工 現状

・里親制度普及啓発活動を通じ、里親について広く周知していく。
・里親が養育に関する課題等対応するため、研修会を実施していく。
・里親が安定した養育を出来るよう家庭訪問・相談、サロン等実施していく。
・施設等退所者自立支援事業において、施設退所後の大学進学者の支援を行う。
・経済的格差が拡がることにより、支援を必要とする施設退所児童が増えていくことが見込まれる。

令和2年度 （管理番号） （担当課） （責任者） （基準日）
001110000

現状 人工 現状

・ショッピングモール等での啓発活動や休日、夜間の説明会等により、里親について広く周知することができた。
・研修会により、里親が専門的知識をもつことができ、課題等を解決していく手がかりとなった。
・家庭訪問・相談、サロン等実施し、里親の養育困難感を軽減することができた。

大項目 改善 小項目 協働・助成 一部委託 事業費

大項目 改善 小項目 協働・助成 一部委託 事業費



02 01 04 05 03 年 月 日

◇事業目的・事業対象

◇事業の概要

◇事業の性質

◇事業のコスト

◇SDGsとの関連
・関連するゴール

・事業とゴールの関連性

⑨イノベーション

虐待等を受けた子どもを適切・的確に一時保護し、安心・安全な環境を提供する。

⑧成長・雇用 ⑰実施手段
⑦エネルギー ⑯平和 ○ 16.2
⑥水・衛生 ⑮陸上資源
⑤ジェンダー ⑭海洋資源
④教育 ⑬気候変動
③保健 ⑫生産・消費
②飢餓 ⑪都市

ゴール ターゲット ゴール ターゲット
①貧困 ⑩不平等

1.0 1.0
再任用(h26)人工

正規 14.2 14.2
再任用(h31)

人件費　(千円) 102,200 102,200

会計年度任用職員(人事課予算)

人件費(報酬等) (千円)
一般会計繰入金
一般財源 31,207 31,425
その他
市債

国・県支出 908 237
事業費(千円) 予算 33,013 31,662

－ ○

R1 R2 R3 R4 R5 R6

H19 － 一般会計 自治事務（法令義務） 児童福祉法 －

決算 32,115

一時的な保護が必要な児童を一時的に保護し、児童の安心安全を確保するともに、児童の健全な育成を目指
す。

・一時的に保護が必要な児童を24時間体制で一時保護する。
・一時保護所入所児童の行動観察を行い、児童にとって適切な処遇を決定する。
・一時保護所の施設の維持、管理運営を行う。

開始年度 終了予定 会計区分 事務区分 根拠法令等
総合
戦略

重点
戦略

主要
事業

7 1

事業シート （事業名） 一時保護所運営事業

令和2年度
（管理番号） （担当課） （責任者） （基準日）

001110000 児童相談所 鈴木　勝 令和 2



02 01 04 05 03 年 月 日

◇事業の指標（R4：重点戦略最終年度、R6：総合戦略・基本計画最終年度）

◇令和元年度の事業評価

・令和元年度の事業の概要

・ 事業の成果と課題

・一時的に保護が必要な児童を24時間体制で一時保護する。
・一時保護所入所児童の行動観察を行い、児童にとって適切な処遇を決定する。
・一時保護所の施設の維持、管理運営を行う。

指標の達成度

・一時保護が必要な児童を24時間体制で保護し、行動観察、健全な育成を実施した。
・虐待等様々な問題を抱える児童の入所により、職員の更なる資質向上が求められる。

実績値

目標値

年度 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

主な事業活動・事業成果　指標（単位）
総合戦略施策体系 重点戦略No
第1期 第2期 R1～R4

実績値

目標値

年度 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

主な事業活動・事業成果　指標（単位）
総合戦略施策体系 重点戦略No
第1期 第2期 R1～R4

実績値

目標値

年度 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

主な事業活動・事業成果　指標（単位）
総合戦略施策体系 重点戦略No
第1期 第2期 R1～R4

実績値

目標値

年度 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

主な事業活動・事業成果　指標（単位）
総合戦略施策体系 重点戦略No
第1期 第2期 R1～R4

実績値

目標値

年度 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

主な事業活動・事業成果　指標（単位）
総合戦略施策体系 重点戦略No
第1期 第2期 R1～R4

児童相談所 鈴木　勝 令和 2 7 1令和2年度 （管理番号） （担当課） （責任者） （基準日）
001110000



・ 事業の見直し
実施結果

/

今後の方向性

/ 現状 人工 現状

・施設の経年とともに修繕費が増加することが見込まれる。

・職員のスキルアップを図るよう引き続き研修を実施していく。

現状 人工 現状

・入所児童が安定した生活が送れるよう学習の機会やレクレーション等提供し、児童の健全な育成に取り組んだ。
・保護児童へ安心安全を提供するため、外部研修の参加者が講師となり内部研修を実施し、職員の人材育成を
図った。

大項目 現状 小項目 事業費

大項目 現状 小項目 事業費



02 01 04 05 04 年 月 日

◇事業目的・事業対象

◇事業の概要

◇事業の性質

◇事業のコスト

◇SDGsとの関連
・関連するゴール

・事業とゴールの関連性

⑨イノベーション

児童虐待の早期発見・早期対応のため、児童虐待を受けた児童に安心・安全な環境を提供するため、児童相談所の運営を行う。

⑧成長・雇用 ⑰実施手段
⑦エネルギー ⑯平和 ○ 16.2
⑥水・衛生 ⑮陸上資源
⑤ジェンダー ⑭海洋資源
④教育 ⑬気候変動
③保健 ⑫生産・消費
②飢餓 ⑪都市

ゴール ターゲット ゴール ターゲット
①貧困 ⑩不平等

2.0 2.0
再任用(h26)人工

正規 3.3 3.3
再任用(h31)

人件費　(千円) 28,700 28,700

会計年度任用職員(人事課予算)

人件費(報酬等) (千円) 2,139 2,520
一般会計繰入金
一般財源 23,395 25,447
その他
市債

国・県支出 3,281 3,715
事業費(千円) 予算 28,396 29,162

－ －

R1 R2 R3 R4 R5 R6

H19 － 一般会計 自治事務（法令義務） 児童福祉法 －

決算 26,676

職員の資質向上を図るとともに、児童相談所の効率的な事業運営、施設維持管理を行う。

・児童相談所の業務スペースの維持管理を行い、適切な管理を進める。
・各種会議、研修会等に参加して、職員の資質向上を図る。
・休日夜間の虐待通報電話対応を業務委託化し、緊急性の高い通報の選別を図る。
・児童相談所と一時保護所の一体化による総合支援について検討していく。

開始年度 終了予定 会計区分 事務区分 根拠法令等
総合
戦略

重点
戦略

主要
事業

7 1

事業シート （事業名） 児童相談所運営経費

令和2年度
（管理番号） （担当課） （責任者） （基準日）

001110000 児童相談所 鈴木　勝 令和 2



02 01 04 05 04 年 月 日

◇事業の指標（R4：重点戦略最終年度、R6：総合戦略・基本計画最終年度）

◇令和元年度の事業評価

・令和元年度の事業の概要

・ 事業の成果と課題

・児童相談所の業務スペースの維持管理を行い、適切な管理を進める。
・各種会議、研修会等に参加して、職員の資質向上を図る。
・休日夜間の虐待通報電話対応を業務委託化し、緊急性の高い通報の選別を図る。
・児童相談所と一時保護所の一体化による総合支援について検討していく。

指標の達成度

・子どもの虹情報研修センター等専門機関における研修への参加や、他の児童相談所や警察と連携した研修を行った。

・人事異動により経験年数の浅い職員もいる中、引き続き人材育成を行っていく必要がある。

実績値

目標値

年度 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

主な事業活動・事業成果　指標（単位）
総合戦略施策体系 重点戦略No
第1期 第2期 R1～R4

実績値

目標値

年度 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

主な事業活動・事業成果　指標（単位）
総合戦略施策体系 重点戦略No
第1期 第2期 R1～R4

実績値

目標値

年度 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

主な事業活動・事業成果　指標（単位）
総合戦略施策体系 重点戦略No
第1期 第2期 R1～R4

実績値

目標値

年度 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

主な事業活動・事業成果　指標（単位）
総合戦略施策体系 重点戦略No
第1期 第2期 R1～R4

実績値

目標値

年度 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

主な事業活動・事業成果　指標（単位）
総合戦略施策体系 重点戦略No
第1期 第2期 R1～R4

児童相談所 鈴木　勝 令和 2 7 1令和2年度 （管理番号） （担当課） （責任者） （基準日）
001110000



・ 事業の見直し
実施結果

/

今後の方向性

/ 現状 人工 現状

・児童福祉法の改正によって義務化された研修内容について情報収集を継続し、研修費等の国補助金を活用し
ていく。

現状 人工 現状

・休日夜間の虐待通報電話対応の業務委託化により、緊急性の高い通報の選別や的確かつ迅速な虐待対応が
可能となっている。

大項目 現状 小項目 収集・分析 国・県補助金 事業費

大項目 現状 小項目 一部委託 事業費


